
土地区画整理事業の再評価項目調書

施行地区名 高田南土地区画整理事業 都市名 長崎県長与町

施行者 長与町 施行面積 ４９．８ha

再評価の実施理由 再評価後５年経過

未着工或いは事業が

長期化している理由

本地区は、地形に起伏があるため、大規模な土工事をともなう

造成工事が必要となるが、これまで、必要な予算が十分に確保で

きなかったことや、工事による騒音や振動など、周辺住民の環境

に配慮しながら工事を進める必要があったことから、事業が長期

化している。

事

業

内

容

事業目的 本地区は、JR 道ノ尾駅周辺の既成市街地を中心にスプロールし

つつあったため、未整備であった都市計画道路などの公共施設の

整備改善を図り、計画的で秩序ある市街地を形成することによ

り、住環境の改善や土地利用の増進を図ることを目的とする。

整備される主な

公共施設

都市計画道路 ７路線 L=4,020m

区画道路・特殊道路 L=14,186m

公園緑地 A=16,982 ㎡

事

業

の

進

捗

状

況

事業採択年度 昭和 60 年度 都市計画決定年度 昭和 58 年度 最終変更 令和５年度(予定)

事

業

計

画

施行期間 総事業費 補助事業費（基本事業費）

前回 S60 年度～H42 年度 31,636 百万円 15,840 百万円

最新 S60 年度～R12 年度 33,123 百万円 16,252 百万円

事

業

進

捗

既投資

事業費

総事業費ベース 30,256 百万円

進捗率 91.3％

補助事業費ベース 15,721 百万円

進捗率 96.7％

減価買収率 -％ 仮換地指定率 96％ 使用収益開始率55％ 建物移転率 100％

現在の施行事業

内容等

・宅地造成・道路築造

・建物移転補償

事業に対する地

元の理解・協力

の状況

土地所有者から「早く完成してほしい」などの要望があっている。

社

会

情

勢

な

ど

の

当該事業の上位計画 ・長崎都市計画区域マスタープランにおいて、「市街地整

備の目標」として事業が位置づけられている。

・長与町都市計画マスタープランにおいて、「市街地整備

の基本的な方針」に事業が位置づけられている。

関連プロジェクトの状況 ・都市再生整備計画事業

関連事業の整備状況 都市計画道路 赤迫線、道の尾駅前線、高田線 完成



変

化

社会経済情勢の変化 地区内都市計画道路の一部が完成し、あわせて沿道利

用が進み、また造成が終わった宅地について建築が行わ

れ、住宅団地が形成、居住者も増加している。

自然環境条件の変化 特になし

その他 特になし

費

用

便

益

分

析

費用便益分析を行う理由 費用便益分析を行い、当事業の有用性を確認するため

街路整備効果 Ｂ／Ｃ＝ 1.14（平成 30 年度） Ｂ／Ｃ＝ 1.13（現行）

現在の総便益    383 億円

走行時間短縮便益 295 億円

走行費用減少便益 79 億円

交通事故減少便益    9 億円

現在の総費用 339 億円

事業費   338 億円

維持管理費   1 億円

基準年

令和 5年度

コ

ス

ト

縮

減

等

検

討

コスト縮減方策 事業の早期完成を図るため、都市再生整備計画事業も導入し、

事業の進捗を図っている。残事業の一括施工による工期短縮、

コスト縮減を図っている。

代替案の検討 代替案の可能性はない。

その他の検討事項 特になし

資

金

計

画

保留地処分の見通し 造成済の宅地のうち約 98％が売却済みであり、売れ行きは良

好である。



令和５年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

都市－４
土地区画整理事業
高田南地区

事業主体
長与町
（長崎県による受託）

再評価
の理由

再評価後５年経過

1

事業箇所
○



１．審議経過

事業費

着工 完了 （億円）

当初
（Ｈ１０）

－ S60 H13 234.4 2.09

A=49.8ha
建物移転　　２５７戸
宅地造成　　３５８，８１５㎡
道路築造　　１５，９５２ｍ
公園、緑地　１６，２９１㎡

第１回審議
（Ｈ１５）

再評価後
５年経過

S60 H20 239.5 1.88

A=49.8ha
建物移転　　２５７戸
宅地造成　　３２３，０７９㎡
道路築造　　１８，３９２ｍ
公園、緑地　１８，２５１㎡

第２回審議
（Ｈ２０）

再評価後
５年経過

S60 H29 252.2 2.09

A=49.8ha
建物移転　　２５７戸
宅地造成　　３２３，１００㎡
道路築造　　１８，３９１ｍ
公園、緑地　１８，２５１㎡

第３回審議
（Ｈ２５）

再評価後
５年経過

S60 H32 281.3 1.21

A=49.8ha
建物移転　　２５７戸
宅地造成　　３２１，４１３㎡
道路築造　　１８，３５９ｍ
公園、緑地　１７，１１１㎡

第４回審議
（Ｈ３０）

再評価後
５年経過

S60 H42 316.4 1.14

A=49.8ha
建物移転　　２５７戸
宅地造成　　３２０，９９９㎡
道路築造　　１８，３６６ｍ
公園、緑地　１７，２０１㎡

第４回審議
（Ｒ５：今回）

再評価後
５年経過

S60 R12 331.2 1.13

A=49.8ha
建物移転　　２５７戸
宅地造成　　３１８，９１６㎡
道路築造　　１８，２０５ｍ
公園、緑地　１６，９８２㎡

概要
再評価
の理由

審議経過
工  期

Ｂ／Ｃ
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３．目的・これまでの経緯

◆目的
本地区は、JR道ノ尾駅周辺の既成市街地

を中心にスプロールしつつあったため、未
整備であった都市計画道路などの公共施
設の整備改善を図り、計画的で秩序ある
市街地を形成することにより、住環境の改
善や、土地利用の増進を図ることを目的と
する。

▼事業経過
昭和58年度 都市計画決定

昭和60年度 事業計画決定

昭和62年度 本工事着工

令和元年度
～令和６年度

残工事の一括発注

計画図

[令和４年度末時点での事業進捗率]
事業費進捗率 約92.5％（306.5億円／331.2億円）

3



４．事業の効果・必要性

◆事業の効果
・ＪＲ長崎駅までは約７ｋｍ、
長与町中心部までは約４ｋｍ
と恵まれた立地条件であるも
のの、土地の有効利用が図
られていない。
・幹線道路、区画道路、公
園などの公共施設が未整備

4

当時は事業区域内の
約６割が農地と山林

・面的な公共施設の整備
改善と秩序ある施設配置

・土地の有効利用と住宅
環境改善

本事業区域
（４９．８ｈａ）



５．事業の進捗状況（事業費の見直し）

令和５年1月撮影

浦上水源池

設計施工一括方式
（約１８ｈａ）既存団地

（区域外）

道
ノ
尾
駅

宅地造成完了地区

5

内容 増額 主な増額理由

工事費の増 約１０億円

・堅固な岩質への対応
・騒音振動に配慮した岩盤掘削工法に変更
・人件費や物価の高騰
・週休２日モデル工事

測量設計費の
増

約５億円
・擁壁設計、仮換地割込修正業務の増
・換地手続き業務の作業量増
・人件費や物価の高騰

計 約１５億円

中硬岩掘削
状況写真

本事業区域
（４９．８ｈａ）

至）長崎市街

至）長与町役場

至)佐世保市

至)長崎
商業高校

(都)三千隠線



６．関連事業の状況

◆ 関連事業の状況
・都市計画道路赤迫線（H14）、道の尾駅前線（H21）、高田線（H25） 完成
・高田越中央線一部供用開始

6

(都)三千隠線



７．社会経済情勢等の変化

地区内都市計画道路の一部が完成し、あわせて沿道
利用が進み、また造成が完了した宅地について建築が
行われ、住宅団地が形成、居住者も増加している。

三千隠線
施工中

高田越中央線
（完成区間）

宅地造成完了地区

高田越トンネル

R4.3宅地造成完了

7令和５年４月撮影

高田中学校

至）長崎商業高校

本事業区域

至）道ノ尾駅



８．事業の投資効果

◆ 費用対効果（B/C)

〔費用〕
〇道路に要する事業費（工事費、用地費）（３３８億）、道路維持管理に要する費用（１億）

〔便益〕
〇走行時間短縮便益（２９５億）、走行経費減少便益（７９億円）、交通事故減少便益（９億）

〔マイナス要因〕
〇事業費の増（工事費の増、測量設計費の増）
〔プラス要因〕
〇便益の増（物価上昇による便益算定に係る「時間価値原単価」「走行経費原単価」増）
費用便益マニュアルの変更（平成３０年２月→令和４年２月改訂）

◆ B/Cでは計測できない効果
〇町有地に防災施設の建設予定があり、災害に強いまちづくりを図る
〇若年層の居住が増え、新たなまちのにぎわいが生まれる

項目
前回評価

(平成30年度)
今回評価

(令和5年度)

残事業 １．９６＝ ４９億円／ ２５億円 １２．６４＝ ６７億円／５．３億円

全事業 １．１４＝ ３０２億円／２６５億円 １．１３＝ ３８３億円／３３９億円

8



９．対応方針（原案）

対応方針
（原案） 継続

◆ 残工事と大規模保留地の売却（R4引渡し完了）を含めた一括発注（R1～R6）を行って
おり、R6年度に工事完了予定である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約92.5％（306.5億円／331.2億円）（R4年度末時点）と
なっている。

◆ 地元から早期完成が望まれている。

◆ 事業効率化に大きく寄与する新たなコスト縮減は見込めず、また、代替案の可能性
はない。

◆ 事業費の増額はあるものの、費用対効果が十分に見込まれる。

9



土地区画整理事業の再評価項目調書

施行地区名 長崎駅周辺 都市名 長崎市

施行者 長崎市 施行面積 19.1ｈａ

再評価の実施理由 再評価後 5年経過

未着工或いは事業が

長期化している理由
特になし

事

業

内

容

事業目的

鉄道施設の受け皿を整備するとともに、道路や交通広場などの基盤整備と土地

利用の転換、有効活用を図り、国際文化都市長崎の玄関口にふさわしい都市拠

点を形成しようとするもの。

整備される主な

公共施設

施工面積Ａ＝19.1ha、都市計画道路 5 路線 L=1,612ｍ、

交通広場 2 箇所 A=16,884ｍ2、歩行者専用道路 L=83ｍ、

多目的広場 A=6,745ｍ2

事

業

の

進

捗

状

況

事業採択年度 平成 21 年度 都市計画決定年度 平成 20 年度

事

業

計

画

施行期間 総事業費 補助事業費（基本事業費）

当初 Ｈ21 年度～Ｈ35年度 15,369 百万円 10,157 百万円

最新 Ｈ21 年度～Ｒ10年度 17,311 百万円 10,383 百万円

事

業

進

捗

既投資

事業費

総事業費ベース 13,115 百万円

進捗率 75.7％

補助事業費ベース7,603百万円

進捗率 73.2％

減価買収率 -％ 仮換地指定率 95％ 使用収益開始率92％ 建物移転率 97％

現在の施行事業

内容等

仮換地指定、建物移転補償、宅地造成、埋設管工事、道路改良工

事

事業に対する地

元の理解・協力

の状況

在来線の高架化（R2）や新幹線が開業（R4）し、残事業の完了に

よる大きな効果発現が見込まれることから、早期完成が望まれて

いる。

社

会

情

勢

な

ど

の

変

化

当該事業の上位計画 ・長崎市第五次総合計画

・長崎市中心市街地活性化基本計画

関連プロジェクトの状況 特になし

関連事業の整備状況 ・ＪＲ長崎本線連続立体交差事業（R2.3.28 高架切替）

・九州新幹線西九州ルート（R4.9.23 開業）

社会経済情勢の変化 特になし

自然環境条件の変化 特になし

その他 特になし



費

用

便

益

分

析

費用便益分析を行う理由 費用便益分析を行い、当事業の有用性を確認するため

街路整備効果 Ｂ／Ｃ＝1.20（平成 21 年度） Ｂ／Ｃ＝1.14 （現行）

現在の総便益   57.46 億円

走行時間短縮便益 60.01 億円

走行費用減少便益 0.00 億円

交通事故減少便益 -2.55 億円

現在の総費用 50.40 億円

事業費   50.30 億円

維持管理費 0.10 億円

基準年

令和 4年度

コ

ス

ト

縮

減

等

検

討

コスト縮減方策 可能な限りコスト縮減を図る。

代替案の検討 代替え案の可能性はない。

その他検討事項 特になし

資

金

計

画

保留地処分の見通し 区域西側の保留地については既に売却済。

区域東側の保留地については、今後宅地造成完了後、入札等により

売却を行う予定



令和５年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

都市－5
土地区画整理事業
長崎駅周辺地区

事業主体 長崎市

再評価
の理由

再評価後5年経過

長崎駅周辺
土地区画整理事業

事業箇所



１．審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

（億円）
Ｂ／Ｃ 概要

着工 完了

当初
(H21新規)

H21 H35 153.7 1.20

施行面積:19.2ha
要移転戸数:12戸
宅地整備：12.5ha
道路整備：1,736ｍ
公園・緑地：0.69ha

第１回審議
(H30)

事業採択後
10年経過

H21 H35 153.7 1.20 同 上

第２回審議
(R５)

再評価後
５年経過

H21 R10 173.1 1.14

施行面積:19.1ha
要移転戸数:12戸
宅地整備：12.4ha
道路整備：1,695ｍ
公園・緑地：0.57ha



２．目的・事業概要・これまでの経緯

長
崎
港

夢彩都

旭大橋

浦
上
川

国道
20
6号

国道202号

国道
20
2号

国道34号

ＪＲ長崎本線連続立体交差事業

一般県道長崎式見港線

長崎駅

土地区画整理事業

県庁舎

♦事業概要

・施行面積 ：約19.1ha・要移転戸数：12戸

・宅地整備 ： 12.4ha・道路整備 ：1,695m

・公園、緑地： 0.57ha・事業費 ：約173億円

・事業期間 ：平成21年度～令和10年度

♦事業進捗率 75.7%（事業費ベース）

♦経過

九州新幹線西九州ルート

浦上駅

♦目的

・新幹線・在来線といった鉄道施設の受け皿を整備するとともに、道路や交

通広場などの基盤整備と土地利用の転換・有効利用を図るもの。

令和3年4月15日 西口広場開業（完成）

令和4年9月23日 東口広場暫定開業



３．事業の効果・必要性

BEFORE

長崎駅

交通広場

AFTER 長崎の港をのぞむ「駅のまち」

長崎駅

■長崎駅周辺の現状

○広大な鉄道用地が存在し、有効活用されていない

○高速交通ネットワークが整備されておらず、

賑わいが乏しい

○交通広場内で様々な交通の輻輳が生じている

■土地区画整理事業による整備効果
○広域交通・市内交通の結節点の形成

○交流と賑わいの創出

○有効な土地利用の誘発

県庁舎

今後の交流人口の拡大に貢献

多目的広場（イメージ）

世界新三大夜景認定

陸の玄関口にふさわしい都市拠点の形成

世界遺産登録



４．事業の進捗状況

東口駅前広場

長崎駅西通り線

多目的広場

長
崎
駅
東
西
線

新長崎駅

出島メッセ長崎
（ＭＩＣＥ施設）

ホテル

ＮＢＣ
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【事業費】約153億円（前回）⇒約173億円（変更）
・「長崎駅周辺エリアデザイン指針」に基づいたデザイン調整の結果、道路や広場の高品質空間整備
を行うため、施工費が増加したもの。（舗装や縁石などの材料の変更）

【完了工期】R5（前回）⇒R10（変更）
・JR長崎本線連続立体交差事業や九州新幹線西九州ルート建設事業等の工事の輻輳による工程調整
によるもの

工事の輻輳による工程調整



５．事業の投資効果

◆ 費用対効果（B/C)

1.20（前回：平成30年度）→1.14（今回：令和5年度）

〔費用〕

・道路整備に要する事業費（工事費、用地費）、道路維持管理に要する費用

〔便益〕

・走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕

・費用便益分析マニュアルの改定

〔マイナス要因〕

・事業費の増（駅前の高品質空間整備によるもの）

・工期の延長（近接する事業との施工調整によるもの）

◆ B/Cでは計測できない効果
・土地区画整理事業周辺における地価の上昇

・陸の玄関口にふさわしい都市拠点の形成による交流人口の増加



６．対応方針（原案）

対応方針
（原案）

継続

◆ 本事業は、九州新幹線西九州ルート建設事業やJR長崎本線の連続立体交差事業を
契機として、国際観光都市長崎の玄関口にふさわしい都市拠点を形成しようとするも
のです。

◆ 残事業の完了により大きな効果発現が見込まれます。

（交流人口の増加、公共交通利用者の増加など）


